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事　　務 管　　理 專　　門 販　　売 サービス 製　　造 電話交換ｻの他
② 世帯の手取り月収
@　　（単位：％）
計 ユDO．0 100．0 100．0ユ00．0 100．0 100．0 100．0 100．0 計 100．0
5万円未満 3．0 2．6 一 3．8 5．1 1．7 9．7 一 10万円未満 1．8
5～10　〃 24．9 39．0 15．4 13．4 40．0 13．6 61．3， 25．0 10－15　〃 8．4
10－15　〃 35．7 46．5 30．8 53．5 25．6 30．0 22．6 33．315－20　ウ 17．1
15－20　〃 17．2 7．5 23．1 21．0 8．7 24．9 3．2 16．7 20－30　〃 40．7
20－30　〃 10．6 2．6 15．4 3．8 7．2 18．7 　 8．3 30－40　ウ 19．3
3G万円以上 4．1 0．4 15．4 2．5 3．6 6．7 一 一 40～50　〃 6．6
家業の手伝いなので収 3．9 L3 一 0．6 9．2 3．6 3．2 16．7 50万円以上 4．8入　　な　　し
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住まいのある地区の子
供は，現在通園中の保
育所にいくことになつ
　ているから　　　　（20　．g　o／．）
住まいに最
も近いから
（44．2e／．〉
出所）文献〔2〕
祭や買物などのために預けるものが多い）。
　以上，ベビーホテルとその利用者のおおまかなイメージがつかめたと思う。
この検討から示唆されることを，項をあらためて考えてみたい。
V　若干の考察
　まずベビーホテル利用者にサービス職業の従事者が多いことが確認された。
また母親の勤務時間帯からみても，サービス業には，ホステス等の水商売を
職業としている者が多いことが推測できる。そして夫がいないという。ここ
から，次のような議論をよくする。家庭が崩壊し，こどもをコイン・ロッカ
ーにでもいれるように預けて，収入のよい夜の商売につく。それを預かるの
がベビーホテルである。だから，ベビーホテルの繁盛は社会的病理現象で規
制しなければならない。
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　この議論はふたつの点でただしくない。まず，サービス職だけでなく，事
務，販売，専門職の人もすくなからず利用している。これらの人もベビーホ
テルを利用しなければならないほど，世の中は，勤務時間帯が多様化してい
るのである。公立保育所の保育時間帯が，その変化に適応できないから，ベ
ビーホテル業が収益産業として成り立つのは当然である。
　つぎに，サービス業のなかのいわゆる水商売を否定的にとらえてはいけな
い。彼女たちも「接客」という高度な熟練をみがいている。この業界にたい
する労働調査は皆無にちかいが，小零細企業の労働者の熟練形成にちかいと
おもわれる（小池和男『中小企業の熟練』第3章第4節参照）。ふつうホス
テスは自分の店をもつことを目標に貯金をし，実現する人も多い。そこでの
熟練形成は店をうつりかわって行われるケースが多い。この業界にかぎらず，
サービス業においては，人を相手としての熟練をみがいた者だけが，勝ちの
こっているのではなかろうか。価値をうまない不生産的労働という非科学的
な偏見をもたなければ，彼女らの熟練形成の基盤としてのベビーmホテルは，
よりいっそうの充実がのぞまれる。
　これらのことから示唆されることは，公立保育所のあり方を再検討する必
要があるということである。いまのままの保育時間帯では，定員われは益々
すすむと想像される。八代尚宏氏は行財政改革の観点から，つぎのような議
論をする。
　　　“保育サービスの顧客の大部分を公立保育所が吸収してしまう結果，
　　平等な競争条件が満たされず，健全な民間企業の育成が妨げられてしま
　　う。また，それによって限界的に質の低いサービスを生産する「一発屋」
　　的小企業しか保育産業に存在しえないという可能性が大きい。”（〔12〕
　　55－56頁）
このような理由から，以下の提案をだす。
　　　“多額のコストをかけて建設した公立保育所の施設を，夜間のみ民間
　　の「健全な」企業に賃貸させることなどで，劣悪なベビー・ホテルを経
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　　済的に駆逐する”（〔12）54頁）
　八代氏の提案をかんがえるうえで，重要な点がある。公立保育所が午後7
時ていどまでの延長保育をすれば，ベビーホテルを利用しなくてすむという
人が，かなり存在するかもしれない。
　そうだとすれば，公立保育所の抜本的な改革は必要ではなく，手直し程度
でよいであろう。ただし，現在お』こなわれている公立保育所の夜間保育は，
午後2時から午後10時までという，利用者の実情にあわない時間帯になって
いる。一方，サービス職種ではたらく母親の3／4が深夜時間帯にはたらいて
いる事実を重要視すると，八代氏の案も真剣に検討せねばならない。ただ八
代氏のようなやり方もあろうが，純粋にイノベーターとしての民間企業が，
市場に質のよいサービスを提供するかもしれない。また公立保育所がみずか
ら改革にのりだす可能陛もある。要は，母親労働者が期待する，もっと質の
たかい保育サービスがあれば，潜在的需要がより顕在化するということであ
る。
　もうひとつ“子ども”の立場から考えての重大な問題がある。離婚の増加
は日本においても問題となっているが，アメリカでは片親家庭（とくに母子
家庭）がふえて，子どもの教育が問題とされている。実父が不在であること
が，情緒的側面だけでなく，子どもの知的発達にとってもマイナスであるこ
　　　　　　　　　　　　　　（13＞とが研究によって示されている。さきの労働省調査では，ベビーホテル利用
者に母子家庭が多いらしかった。いろいろな意味において，父親の役割をは
たす保育者が必要だと思われる。つまり，“保父”の充実である。ちなみに，
国勢調査によると保母の数23万人にたいして，保父は1000人である（55年）。
　現在の保育所は，“乳幼児の世話をする人が，保母という育児経験を持た
ない若い未婚の女性集団が占拠する閉鎖的集団である。すると，中高年男女
や兄姉世代の青少年と接触する機会が乏しくなり，人格形成にゆがみが生じ
（13）東　洋ほか『母親の態度・行動と子どもの知的発達』東京大学出版会　171頁。
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る”という（加藤〔11〕426－428頁）。男性の女性の職場への進出はしずか
に進行しているが，子どもの“人づくり”という視点から，保父の増加はよ
り重要だと思われる。
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